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1※ 事業規模は、平成21年度の委託状況を基に算定した概算値

施設管理分野における各省の回答状況

○ 霞ヶ関８庁舎等の施設管理業務に関し、各省に市場化テスト（民間競争入札等）の導入について調査を実施
したところ、以下のとおり、各省から前向きな回答が得られた。

【１年間】 ５．２億円

【３年間】 １５．７億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○経済産業省特許庁庁舎⑦

【１年間】 ９．５億円

【３年間】 ２８．６億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○経済産業省経済産業省庁舎⑥

【１年間】 ５．４億円

【３年間】 １６．２億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○外務省外務省庁舎⑤

【１年間】 ６．９億円

【３年間】 ２０．８億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○厚生労働省合同庁舎５号館④

【１年間】 ３．４億円

【３年間】 １０．２億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○国土交通省合同庁舎３号館③

【１年間】 １１．２億円

【５年間】 ５６．０億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

5年間平成23年4月○総務省・合同庁舎２号館

・総務省第二庁舎

（一体として民間競
争入札を実施）

②

【１年間】 ４．８億円

【３年間】 １４．３億円

設備管理、警備、清掃、植栽
管理 等

3年間平成23年4月○農林水産省合同庁舎１号館①

事業規模対象業務期間開始時期導入管理庁庁舎名
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【１年間】 ７．１億円

【３年間】 ２１．３億円

設備管理、警備、清掃 等3年間平成23年4月財務省国税局が管理する庁舎

①東京国税局が管理する単独
庁舎76署、鑑定官室鑑定指導
室、光が丘資料センター

②東京国税局が管理官署となっ
ている合同庁舎（大手町合同
庁舎３号館など９庁舎）

④

【１年間】 ２．３億円

【５年間】 １１．５億円

設備管理、警備、清掃 等5年間平成23年4月財務省税関が管理する庁舎

【東京湾合同庁舎、東京税関芝
浦出張所、東京税関大井出張
所、青梅コンテナ検査センター、
城南島コンテナ検査センター】

③

【１年間】 ０．４億円

【３年間】 １．２億円

設備管理、警備、清掃3年間平成23年4月財務省財務局が管理する庁舎

【湯島地方合同庁舎】

②

【１年間】 ２９．４億円

【３年間】 ８８．３億円

設備管理、警備、清掃、植
栽管理 等

3年間平成23年4月防衛省防衛省・自衛隊施設

【市ヶ谷、目黒、三宿、十条】

①

事業規模対象業務期間開始時期管理庁庁舎名

◎合同庁舎６号館(法務省）について

◎霞ヶ関８庁舎以外の庁舎について

※公共サービス改革法対象外の司法機関が入居していること等から、民間競争入札以外の方法による民間事業者の創意工夫の活

用方策を検討する。

１．可能な限り民間委託する業務の範囲の拡大を検討し、委託契約の包括化を図る方向で検討を進める。
２．契約期間の複数年化に伴う予算措置について、入居庁と協議を進める。
３．可能な限り、裁判所との共同名義の契約を拡大する方向で協議を進める。

事業規模：【１年間】１４．９億円、【３年間】４４．６億円

※１ 地方出先機関の施設管理業務については、地域主権戦略大綱（仮称）の策定の際の議論によっては変更がありうる。
※２ 東京税関大井出張所については、建替計画の実施によっては変更がありうる。
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霞ヶ関８庁舎等の施設管理への市場化テスト導入について

×

（回答なし）

・特許庁庁舎

（経済産業省）

○（市場化テスト）

※清掃業務等の限られた範囲で実施

・防衛省・自衛隊施設
（市ヶ谷等４地区）

×

（回答なし）

・経済産業省庁舎

（経済産業省）

○ （市場化テスト導入の方向性のみ
で、実施時期等具体性なし）

・外務省庁舎

（外務省）

△ （現状分析）

※法対象外の司法機関も入居

・合同庁舎６号館

（法務省）

△

(現状分析）
・合同庁舎５号館

（厚生労働省）

△

（現状分析）

・合同庁舎３号館

(国土交通省）

○（市場化テスト）

※ 警察庁部分の警備には導入せず

・合同庁舎２号館

（総務省）

○ （市場化テスト）

※ 平成24年度以降実施
・合同庁舎１号館

（農林水産省）

＜平成21年秋以降の取組＞

○平成21年12月10日
仙谷大臣より検討指示

（施設管理を含む１１項目）

○平成22年1月25日
①仙谷大臣より各省大臣
に対し協力依頼

②田村政務官より各省政

務官に対し協力依頼を送
付し、再検討を要請

○平成22年2月～3月
・ 各省において政務三役
の判断を仰いだ上で、再
検討要請に対する回答

・ 一部の論点について、内
閣府と各省との折衝の後、
再度政務三役の判断を仰
ぎ最終的な回答提出

◎

（平成23年度から市場化テスト実施）

・設備管理・警備も対象にして大規
模に実施（3年で約90億円）

◎

◎

（平成23年度から市場化テスト実施）

◎

（平成23年度から市場化テスト実施）

市場化テストと同等の効果をもたら
す民間の創意工夫の活用

－

◎

（平成23年度から市場化テスト実施）

◎

（平成23年度から市場化テスト実施）

・警察庁部分の警備にも導入

・総務省第二庁舎と一体で導入

・５年間の長期契約（約56億円）

◎

平成23年度に前倒して実施◎

○ 霞ヶ関８庁舎等の施設管理については、平成21年秋以降の新たな取組により、各省から前向きな回答が得られた。

※財務省より、財務局・税関・

国税局管理庁舎について、
平成23年４月より市場化テス
トを実施する前向きな回答が
得られている。

＜平成21年9月（各省公共サービス見直し案）＞ ＜平成22年3月＞


